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本日，県庁に於いて地公労確定第２波交渉が行われました。これまで地公労が県当局に対し求め

てきた県人事委員会勧告の完全実施について，『勧告通り実施する』ことが確認されました。11月

14日（木）に行われる県教組独自要求確定交渉においても，待遇改善に向けて具体的な回答を引

き出したいと思います。更に，教育条件等の改善についても交渉を行ってまいります。 

妥結した回答は以下の通りです。 

 

【回答内容】 

１  人事委員会勧告について，勧告どおり実施するよう検討する。 
２ 技能労務職給料表について，人事委員会勧告に基づく給料表改定と同様の考え方に基づき改定
するよう検討する。 

３ 会計年度任用職員の給料月額・報酬日額について，常勤職員の給料表改定率に準じて次のとお
り改定するよう検討する。なお，現行の純非常勤職員の日額については，行政職１級１号俸と同
水準まで引き上げるよう検討する。 

 (１)現行の純非常勤職員の日額については，7,050円から，地域手当分を含んで 7,220円へ引き
上げる。 

 (２)現行の行政事務嘱託員の日額については，8,525円から，地域手当分を含んで 8,598円へ引
き上げる。 

(令和２年４月１日適用) 
４ 会計年度任用職員の期末手当について，令和３年度以降の支給割合を常勤職員と同様とするよ
う検討する。 

５ 臨時的任用職員の中断期間について，任命権者において廃止を検討する。 
６ 初任給の上位制限について，任命権者において改善を検討する。 
７ 不妊治療休暇の新設について検討する。 

(令和２年４月１日適用) 
８ 子育て支援に係る休暇制度の導入について，他県等の状況を踏まえながら研究する。 
９ 会計年度任用職員に，国の非常勤職員に準じて夏季休暇を新設するよう検討する。 

（令和２年４月１日適用） 
【口頭確認】 
〇 職員の失職の例外については，特に通勤への拡大について引き続き研究する。 
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